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□ 法人税法施行令等の一部を改正する政令（令和２年政令第207号）による改正前の法人税法施行令第14条
の７第３項の規定に基づき完全支配関係を有することとなった旨を記載した書類を提出します。 

□ 所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）による改正前の法人税法（以下「令和２年旧法
人税法」といいます。）第 14 条第２項（連結納税への加入時期の特例）の規定の適用を受けたいので、その
旨を記載した書類を提出します。 
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□ 令和２年旧法人税法第４条の３第10項（同条第12項） 
□ 令和２年旧法人税法第４条の３第11項（同条第12項） 

完全支配関係を有することとなった日 
（ 加 入 日 ） 

令和  年  月  日 

連 結 納 税 へ の 加 入 時 期 の 特 例 

の 適 用 を 受 け る 場 合 

加 入 日 の 前 日 の 属 す る 
月 次 決 算 期 間 

初日令和  年  月  日 
末日令和  年  月  日 

連 結 子 法 人 適 用 開 始 年 度 
自 令和  年  月  日 
至 令和  年  月  日 

連

結

子

法

人

と

な

る

法

人 
（フリガナ）  

※

税

務

署

処

理

欄 

署 名  

法 人 名  

整理番号  

納 税 地 

〒 

 

 電話（    ）    －      部 門  

（フリガナ）  
決 算 期  

代 表 者 氏 名  

業種番号  

事 業 種 目                   業 

備 考  
資 本 金 又 は 
出 資 金 の 額                   円 
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「完全支配関係を有することとなった旨を記載した書類及び連結納税 

への加入時期の特例を適用する旨を記載した書類」の記載要領(1) 
 

１ この書類（初葉及び次葉）は、次に掲げる区分によりその旨を記載した書類を提出する場合に使用してください。 

  なお、連結子法人となる法人ごとに作成してください。 

(1) 完全支配関係（完全支配関係を有することとなった旨を記載した書類を提出する場合） 

連結子法人となる法人が、連結親法人又は連結親法人となる法人との間に当該連結親法人又は当該連結親法人

となる法人による完全支配関係を有することとなった場合（所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第

８号）による改正前の法（以下「令和２年旧法」といいます。）４の３⑫、法人税法施行令等の一部を改正する

政令（令和２年政令第 207号）による改正前の法令 14の７③） 

◇提 出 法 人：当該連結親法人又は当該連結親法人となる法人 

◇提 出 期 限：完全支配関係を有することとなった日以後遅滞なく 

◇提 出 先：当該連結親法人又は当該連結親法人となる法人の納税地の所轄税務署長 

◇提 出 部 数：３通 

◇添 付 書 類：① 出資関係図（この書類の提出時における連結子法人となる法人に対する持株割合を記載し

た出資関係図） 

② グループ一覧（この書類の提出時における連結親法人となる法人及び全ての連結子法人と

なる法人等を記載した一覧表） 

（注） 「連結納税の承認の申請書（次葉）」の裏面の記載要領(2)の「５ 添付書類の作成例」

を参考にしてください。 

(2) 加入時期の特例（連結納税への加入時期の特例を適用する旨を記載した書類を提出する場合） 

  連結子法人となる法人が、連結親法人事業年度又は連結申請特例年度の中途において連結親法人又は連結親法

人となる法人との間に当該連結親法人又は当該連結親法人となる法人による完全支配関係を有することとなっ

た場合で連結納税への加入時期の特例を適用する場合（令和２年旧法 14②） 

◇提 出 法 人：当該連結親法人又は当該連結親法人となる法人 

◇提 出 期 限：当該連結子法人となる法人の加入日の前日の属する事業年度に係る確定申告書の提出期限 

◇提 出 先：当該連結親法人又は当該連結親法人となる法人の納税地の所轄税務署長 

◇提 出 部 数：１通（当該連結親法人又は当該連結親法人となる法人が調査課所管である場合は２通） 

 

上記(2)の書類の提出に当たっては、完全支配関係を有することが前提となるため、(1)の書類と同時又は(1)の

書類の提出後(2)の書類の提出期限までに提出する必要があります。 

なお、同時に提出する場合は、書類（初葉）の標題の両方の□にレ印を付してください。 

 

２ 各欄の記載要領 

(1) 書類（初葉）の上欄の「提出法人」、「納税地」、「法人名等」、「法人番号」、「代表者氏名」、「事業種目」及び「資

本金又は出資金の額」欄は、提出法人が該当する□にレ印を付すとともに、当該法人（連結親法人又は連結親法

人となる法人）の法人名等を記載し、書類（次葉）の「法人名等」欄には、提出法人（連結親法人又は連結親法

人となる法人）の法人名等を記載してください。  

(2) 標題は、提出する書類の該当する□にレ印を付してください。 

(3) 「完全支配関係の区分」欄は、この書類を提出するに当たり該当する□にレ印を付してください。 

(4) 「完全支配関係を有することとなった日（加入日）」欄は、完全支配関係を有することとなった日を記載して

ください。 

(5) 「加入日の前日の属する月次決算期間」及び「連結子法人適用開始年度」の各欄は、上記１(2)の連結納税へ

の加入時期の特例の適用を受けようとする場合に、連結子法人となる法人の状況を記載してください。 

(6) 書類（初葉）の下欄（「連結子法人となる法人」欄）の「納税地」欄は、令和２年旧法人税法第４条の２の承

認を受けた後にあっては、当該連結子法人となる法人の本店又は主たる事務所の所在地を記載してください。 

(7) 「発行済株式等の状況」欄は、必要事項を「付表 2（発行済株式等の状況）」に記載してこの書類に添付してく

ださい。 

(8) 「税理士署名」欄は、この書類を税理士又は税理士法人が作成した場合に、その税理士等が署名してください。 

(9) 「※」欄は、記載しないでください。 

 


